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地域別経済指標に基づく静岡SDモデルの開発とその拡張

一静岡県内各市町における基盤産業の分析一

上藤一郎・山下隆之・高瀬浩二

塚本高士・片岡達也・勝山敏司

はじめに

これまで、われわれは、一貫してシステムダイナミックス (sy"em dynamics)に よる静岡 SDモデ

ルの開発と精緻化に取り組んできた。同時に、静岡県に関連する地域統計データの整備と拡充に努め、

またそれらのデータを利用した静岡経済の計量的分析も試みてきた。これらの研究は、言 うまでもな

く静岡県内における地域別の政策課題にアプローチすることを目的としており、地域経済に直面する

喫緊の問題を主要な検討課題として一定の成果を上げてきた。こうした中で、本年度新たに取り組ん

だ課題が静岡県内各地域における基盤産業 (basに Industies)の析出である。そこで以下本稿では、こ

の問題に関する研究の途中経過を報告し、これまでの到達点と問題点を明らかにすることとする。

そもそも地域の基盤産業とは何かを問う場合、様々な視点によるアプローチが考えられうるが、本

研究では労働力と生産力の視点からこれを把握しようと試みた。そのため以下本稿では、先ず特化係

数 (location quoielats)を 用いた試みについて述べる。具体的には、各市町における産業別就業者の構

成比を全国の構成比と比較する特化係数を算出し、各地域の基盤産業を特定した。しかしながら、特

化係数だけによる比較は、2つの構成比による比較のため就業者数の量的大きさが反映されず、「基盤

産業」を把握するには問題のあることが明らかになった。そこで、各市町における「特化係数」と「産

業別就業者の構成比」を標準化し、それら2変数を利用することによつて、前述の問題をある程度改

善しうることを指摘する。更に、同様の方法論を用いて、生産力の視点から見た地域の基盤産業につ

いても分析を行い、その結果について明らかにする。最後に、各地域の経済が、分析を通じて明らか

にされた静岡県内各地域の基盤産業にどの程度依存しているか、その依存度 (集中度)の計捩J結果に

ついて言及する。

以上の分析を通じて、静岡県内の各地域 (市町)の基盤産業を把握するとともに、分析の方法論的

枠組みを示すことが本報告の最終的な目標となる。

1 労働力から見た各地域の基盤産業

本節では、労働力から見た静岡県内 35市町 (2010年 時点)の基盤産業を明らかにするための方法

論を提示し、静岡県を事例に具体的な分析を試みる。なおここで言う労働力とは就業者数を指すが、

具体的な分析の対象としたのは、静岡県の産業別就業者数 (従業地ベース)である。前述のように、

特化係数の算出を前提としているため、全国の産業別就業者数 (従業地ベース)のデータも必要にな

る。そこで本節では、総務省統計局が主管する『平成 22年国勢調査報告』の統計データを使用するこ

ととした。

11 特化係数による分析

今、分析の対象とする地域 (従業地)の数を″、産業の数を″とし、任意の地域 ,お よび産業プの就

業者数をんとする。これに対して、すべての地域を合計した全地域において、任意の産業プの就業者
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数を F7と すると、以下の (1)式で定義されるFは、全地域の就業者総数を表す。

一方、(2)式で定義されるス。は、地域′の就業者総数を表す。

(2)

(1)

このため、以下の関係式が成 り立つことは明らかである。

鳥=スプ=Σん
′‐1

但し、スプは、プ産業における全地域の就業者総数を表す。そこで次に、各地域における産業別就業

者数の構成比 rク と、全地域における構成比 R′ を定義すると各々以下のようになろう。
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これらの構成比を用いて、

う=弁

Rノ =争

:地域におけるノ産業の特化係数助は

(4)

(3)

(5)Sノ =音

と定義することができる。つまりこの統計指標は、全地域レベルでの産業別構成比に対して、地域レ

ベルでの産業構成比が高いか低いかを 1を基準値として判断するもので、1を超えていれば、当該産

業 0産業)に従事する就業者構成比が全地域のそれに比べて高く、当該産業に「特化」していると

看倣される。

この特化係数を静岡県の各市町について計算し、数値の高い順に第 2位までの産業を基盤産業とし

て纏めた結果が表 1に示されている。なお特化係数の分母に相当する全地域の構成比Rメこついては、

静岡県ではなく全国の産業別構成比を用いている。

この結果を見ると、多くの市町では、静岡県の代表的産業である製造業が基盤産業として析出され

ており、概ね地域の主要産業と考えられるものが示されている。 しかしながら部分的には問題もいく

つか見られる。例えば浜松市の場合、「農林業」が第 2位 となっているが、他の産業に比べて就業者が
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少なく生産額も小さいと考えられる当該産業を基盤産業と看倣すことは問題となろう。

表 1:産業別就業者の特化係数による基盤産業

市町
寺化係数による基盤産業

11と 2位

静岡県 製造業 宿泊業,飲食サービス業

静岡市 金融業,保険業 建設業

浜松市 製造業 農業,林業

沼津市 漁業 電気・ガス・熱供給・水道業

熱海市 宿泊業,飲食サービス業 不動産業,物品賃貸業

三島市 宿泊業,飲食サービス業 教育,学習支援業

富士宮市 製造業 鉱業,採石業,砂利採取業

伊東市 宿泊業,飲食サービス業 漁業

島田市 鉱業,採石業,砂利採取業 農業,林業

富士市 製造業 運輸業,郵便業

磐田市 製造業 鉱業,採石業,砂利採取業

焼津市 漁業 製造業

掛川市 製造業 産業,林業

藤枝市 製造業 農業,林業

御殿場市 公務 製造業

袋井市 製造業 運輸業,郵便業

下田市 漁業 宿泊業,飲食サービス業

裾野市 学術研究,専門・技術サービス業 製造業

湖西市 製造業 漁業

伊豆市 宿泊業,飲食サービス業 鉱業,採石業,砂利採取業

御前崎市 電気・ガス・熱供給・水道業 漁業

菊川市 農業,林業 製造業

伊豆の国市 電気・ガス・熱供給・水道業 鉱業,採石業,砂利採取業

牧之原市 農業,林業 製造業

東伊豆町 宿泊業.飲食サービス業 漁業

河津町 農業,林業 宿泊業,飲食サービス業

南伊豆町 漁業 宿泊業,飲食サービス業

松崎町 複合サービス 宿泊業,飲食サービス業

西伊豆町 鉱業,採石業,砂利採取業 漁業

函南町 複合サービス 医療,福祉

清水町 製造業 卸売業,小売業

長泉町 金融業,保険業 製造業

小山町 公務 教育,学習支援業

吉田町 漁業 製造業

川根本町 鉱業,採石業,砂利採取業 電気・ガス・熱供給・水道業

森町 製造業 農業,林業

このような結果が生 じた要因は、特化係数 とい う統計指標が、(5)式で定義されているように「構

成比の比」であるとい う性質による。前述の浜松市の事例を取 り上げると、表 2で示 されているよう

に、「農林業」の就業者構成比は 404%と 低いにも拘わらず (全 20産業中 9位 )、 特化係数は、1091

と他の産業に比べて高い (全 20産業中 2位 )。 このような数値が算出されるのは、全国における「農

林業」の就業者構成比が、浜松市の同構成比を下回つていることに起因している(全 20産業中 10位 )。
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つまりこれは浜松市における就業者数の「量的大きさ」が、特化係数には反映されていないことを意

味しており、本稿の課題である基盤産業の把握には、特化係数の情報に加えて「量的大きさJの情報

を含めた統計指標を作成する必要があるといえよう。そこで次節では、この点を改善した統計指標を

提案し、その計算結果と評価を試みる。

表 2:浜松市における産業別就業者の構成比と特化係数

地域 全  国 浜松市

統計指標 構成比 構成比 特化係数

基盤産業
1位 卸売,小売業 製造業 製造業
2位 製造業 卸売業 小売業 農業,林業

農業,林業 370% 404% 1091

漁業 030% 020% 0679
鉱業,採石業,砂利採取業 004% 002% 0662

建設業 751% 781% 1040
製造業 1615% 2387% 1478

電気・ガス・熱供給・水道業 048% 033% 0686
情報通信業 273% 125% 0458

運輸業,郵使業 540% 520% 0962
卸売業,小売業 1645% 1730% 1052
金融業,保険業 254% 213% 0840

不動産業,物品賃貸業 187% 150% 0800
学術研究,専門・技術サービス業 319% 262% 0820

宿泊業,飲食サービス業 574% 575% 1001
生活関連サービス業,娯楽業 369% 370% 1002

教育,学習支援業 442% 440% 0995
医療,福祉 1028% 957% 0931

複合サービス事業 063% 060% 0951
サービス業 (他に分類されないもの) 571% 465% 0815
公務 (他に分類されるものを除く) 338% 269% 0797

分類不能の産業 580% 239% 0412

12 合成指標による分析

前節で述べたように、地域の基盤産業を的確に分析するには、特化係数の情報に「量的な大きさ」

を反映する情報を加味 した統計指標を利用する必要がある。このような統計指標については、様々な

アプローチが考えられるが、本稿では構成比とい う「相対的な量の大きさ」を表す統計指標を特化係

数 と合成 させた指標 (以下合成指標 と呼ぶ)を利用 し分析を試みる。

指標の合成で最も単純な方法は相カロ平均をとることであろう。 しかしながら構成比と特化係数を合

成させるといつても、そもそも両指標は「静的比率」とい う′点では同じ性質を有 しているものの、計

算論理がまったく異なるため、単純に両者の相加平均をとり合成指標を作成することはできない。そ

こで、データの単位や平均値が異なったときに利用 される標準化 (偏差値化)の方法を適用 して各地

域各産業の特化係数 と構成比の数値を標準化 し、得 られた標準化スコアの相加平均をとることによっ

て合成指標の作成を試みる。

今、個別のデータを χ、系列の相加平均をμ、標準偏差をσとすると、良く知 られているように標

準化スコア zは以下の定義式に基づき得 られる。
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z=χ
~μ

              (6)
σ

このχに各地域の産業別特化係数および産業別構成比をそれぞれ代入 して計算すれば、各地域の産

業別特化係数 と産業別構成比における標準化スコアの系列が求められる。なお当然のことながら、産

業別構成比の標準化を行 う際、各地域の構成比の相加平均はすべて一致する。このようにして求めら

れた特化係数 と構成比の標準化スコアを利用 して相加平均をとり合成指標を作成 した。それに基づき

各地域の基盤産業として析出された結果を纏めたのが表 3である。

表 3:産業別就業者の合成指標による基盤産業

市町
彗成指標による基盤産業

11と 2位

静岡県 製造業 卸売業,小売業

静岡市 卸売業,小売業 製造業

浜松市 製造業 卸売業,小売業

沼津市 製造業 卸売業,小売業

熱海市 宿泊業,飲食サービス業 卸売業,小売業

三島市 製造業 卸売業,小売業

]士宮市 製造業 卸売業,小売業

伊東市 宿泊業,飲食サービス業 卸売業,小売業

島田市 製造業 鉱業,採石業,砂利採取業

富士市 製造業 運輸業,郵便業

磐田市 製造業 農業,林業

焼津市 製造業 漁業

掛川市 製造業 農業,林業

藤枝市 製造業 卸売業,小売業

御殿場市 公務 製造業

袋井市 製造業 運輸業,郵便業

下田市 宿泊業,飲食サービス業 漁業

裾野市 製造業 学術研究,専門・技術サービス業

湖西市 製造業 漁業

伊豆市 宿泊業,飲食サービス業 医療,福祉

御前崎市 電気・ガス・熱供給・水道業 製造業

菊川市 製造業 農業,林業

伊豆の国市 製造業 宿泊業,飲食サービス業

牧之原市 製造業 農業,林業

東伊豆町 宿泊業,飲食サービス業 漁業

河津町 宿泊業,飲食サービス業 農業,林業

南伊豆町 漁業 宿泊業,飲食サービス業

松崎町 宿泊業,飲食サービス業 卸売業,小売業

西伊豆町 鉱業,採石業,砂利採取業 宿泊業,飲食サービス業

函南町 医療,福祉 卸売業,小売業

清水町 製造業 卸売業,小売業

長泉町 製造業 金融業,保険業

小山町 公務 製造業

吉田町 製造業 漁業

川根本町 農業,林業 鉱業,採石業,砂利採取業

森町 製造業 農業,林業
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前述の浜松市の事例について表 3を見ると、指摘しておいた「量的な大きさ」が合成指標に反映さ

れ、第 1位に「製造業」が、第 2位に「卸売業、小売業」が基盤産業として把握されている。それ以

外の地域においても構成比の情報が反映された結果を示しており、概ね合成指標の適合性が実証され

ていると評価できよう。

2 生産力から見た基盤産業

ここまでは就業者構造の視点から産業基盤を把握する試みであつた。 しかしながら、産業基盤を経

済の規模で見る場合、生産力の点からアプローチすることが必要である。そこで本節では、2010年の

『国民経済計算』および『県民経済計算』における経済活動別生産額 (名 目)のデータに、前節で定

義された合成指標の方法を適用して基盤産業の析出を試みる。

21 各地域の経済活動別産出額の推計

経済活動別の国内総生産額および県内総生産額を用いて合成指標を作成する場合、前提となるデー

タについて二つの問題が発生する。第一に、表 1～3で示されているような、国勢調査で採用されてい

る「産業分類 (大分類)」 と国民経済計算で採用されている「経済活動分類」が一致しないという点で

ある。つまり産業の分類基準が異なっているため、前節で明らかにした基盤産業と比較することがで

きない。第二に、電子媒体で入手可能な (オープンデータとして公開されている)経済活動別生産額

は都道府県別の県内総生産額までで、各市町村別の経済活動別生産額は得ることができないという点

である。そこでこれらの問題には、以下のような手順でデータの調整を行い対処した。

先ず、第一の問題については、「産業分類」を「経済活動別分類」に組み替えて、各地域の産業別就

業者数および経済活動別生産額を同一基準に基づくデータに調整した。本稿で採用した分類の組み替

え基準は表 4に示されている。

表 4:産業分類の組み替え基準

産業分類

(国 勢調査 )

経済活動別分類
(国 民経済計算・県民経済計算 )

:,林業 患 業+林業

水産業

鉱業,採石業 .蜀 鉱 業

建設業 建設業
造 業 製造業

1気・ガス・熱供給・水道業 電気・ガス・水猶業
:報通信業 情報通信業

,郵便 : 運輸業
調売業,小売業 卸 売・小 売彙

金融業,保険業
不動産業,物品

金 融・保 険 糞

不動産業

学術研究,専門・技術サービス

サービス業+非営利サービス

宿泊業,飲食サービス

活関連サービス業,娯楽鰤

女育 .学習支

医療 ,福祉

複合サービス事業
サービス業 (他に分類されないもの

公務 (他に分類されるもの 政府サービス生産者

分類不能のj
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「産業分類」から「経済活動別分類」に組み替えた主要な点は、表 4の ようにサービス業を一括 し

たこと、また「経済活動分類」の非営利サービスをサービス業に含めたこと、公務を政府サービス生

産者に読み換えていることである。また 「産業分類」にある「分類不能の産業」は分析の対象から省

いた。

この新基準に基づきデータを組み替えた後に行つたのが各地域の経済活動別生産額の推計である。

推計の方法は、先ず静岡県における就業者 1人当た りの経済活動別生産額を求め、その生産額を組み

替えた各地域の経済活動別就業者数に乗 じて各地域の経済活動別県内総生産額の推計値を求めるとい

うもので、推計結果は表 5に示 されている。

22 合成指標による分析

前節で求めた推計値は、各地域の産業別の生産額に同一の生産性 (就業者数で見た生産性)を仮定

しており、その精度に問題があることは留意しなければならない。その上で、前節で取り上げた合成

指標をこの推計データから算出してみよう。表 6はその結果を示しているが、参考までに、組み替え

られた経済活動別就業者の場合の計算結果も併せて示している。

この結果を見ると、恐らく産業分類の組み替えの影響で、表 3では製造業に次いでランキングされ

ることの多かった「卸売業、小売業」が、県内総生産、就業者数ともに 「サービス業」に入れ替わつ

ているケースが目立つ。また県内総生産の場合、不動産業が地域の基盤産業として析出されるケース

が多いことが分かる。これらの点を勘案すると、産業分類の組み替えについては、更なる検討が必要
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表 5:経済活動別県内総生産 (単位 :100万円)



表 6:県民経済計算の合成指標による基盤産業

となろう。

3 地域における基盤産業依存度の計測

ここまでの試みは、あくまでも各地域の基盤産業を、合成指標によつて 1位および 2位にランキン

グされた産業と看倣して把握することであった。しかしながら、析出された各基盤産業が地域経済に

おいてどの程度重要な産業と看倣 しうるか評価することも、地域の基盤産業を確定する上では重要な

問題となろう。換言すれば地域経済の基盤産業に対する依存度を評価する問題である。そこで本稿で

は、引き続き合成指標を評価の尺度として、次のような依存度の計測を試みた。

先ず、表 5で試みた経済活動別県内総生産と就業者数の合成指標を用いて各地域の基盤産業の相加

平均を求め、新たに得られた指標値 (以下新指標値と呼ぶ)に基づき改めて各地域の基盤産業 (新指

-30-



標値の第 1位 と2位)を特定する。次いで、各地域の 1位 と2位の基盤産業に該当する新指標値を合

計 し、この合計得点の大きさ順に各地域の依存度のランキングを行った。繰 り返 しなるが、計算の基

礎になる合成指標は、標準化された数値であるため、産業別、地域別、就業者数、県内総生産額、い

ずれの点においても比較可能であり、この数値のランキング (降順)に よつて基盤産業への依存度が

強い (弱い)地域が把握できる。表 7はその結果を纏めたものである。なお参考として、基盤産業に

おける就業者数 と生産額の構成比の相加平均 (平均構成比)も表 6に示 されている。

合計得点の順位と平均構成比の順位については多少の相違があるが、合計得点と平均構成比の相関

を見ると068と 一定の正の相関が認められ (散布図による線形性も確認済み)、 合計得点を依存度の

指標として看倣すことは可能であろう。これによると、例えば、自衛隊の基地や施設のある小山町や

つ
Ｄ

表 7:合成指標 (新指標)に よる依存度

地域
基盤産業 (新指標 ) 合計得点

順位

平均構成比

順位
合計得点 平均構成比

1位 2位

静岡市 サービス業 製造業 35 26 1711 0444

浜松市 !子 サービス房 15 14 3167 0529

沼津市 サービス讐 33 21 2094 0490

熱海市 サービス: 不動Л:業 6 5 3492 0652

三島市 サービスヨ 製造 : 23 16 2586 0507

富士宮市 製造業 サービス業 9 3 3405 0656

伊東市 サービス業 不動月ヨ業 20 10 2710 0568

島田市 鉱舅 26 34 2470 0329

サービス業 12 6 3208 0584

磐田市 製造業 サービス業 10 2 3323 0681

製造業 水産業 22 33 2626 0370

掛りII市
|
製造業 農林業 23 3293 0469

製造業 サービス業 18 12 2992 0540

御殿場市 政府サービス生産者 製造業 7 27 3475 0434

袋井市 製造業 運輸業 8 19 3437 0500

下田市 サービス業 水産業 28 30 2438 0402

製造業 サービス業 1 1 3886 0743

製造業 水産業 5 4 3588 0654

伊豆市 サービス業 鉱業 25 25 2571 0451

御前崎市 電気・ガス・水道業 製造業 27 32 2439 0384

菊川市 製造業 [林業 3 13 3781 0532

伊豆の国市 サービス業 製 浩 J 29 9 2374 0574

牧之原市 製造業 14 3199 0551

東伊豆町 サービス業 水Л:業 21 17 2636 0505

河津町 サービス業 農わ:業 30 20 2354 0493

冊
サービス業 水産業 24 18 2580 0505

サービス業 水Л:業 32 31 2120 0387

西伊豆町 サービス業 鉱業 31 28 2331 0422

函南町 サービス業 建設業 19 24 2851 0468

清水町 製造業 卸売・小売業 16 22 3123 0478

製造業 金融・保険業 17 29 3117 0407

小山町 政府サービス生産者 製造業 2 8 3801 0575

吉田町 製造業 水産業 13 15 3206 0526

川根本町 鉱業 電気・ガス・水道業 34 35 1720 0117

森町 製造業 農林業 4 7 3645 0579

造業

造業

]士市 製造業

:津市



御殿場市は、基盤産業の第 1位に「政府サービス生産者」が上がっており、また依存度の順位も小山

町が県内第 2位、御殿場市が第 7位と高く、これらの地域経済は、就業者、生産額ともに「政府サー

ビス生産者」に大きく依存していることが理解でき、それはまた当該地域の実情をある程度的確に計

測してものと看倣されよう。

終わりに

以上本稿では、地域の産業基盤を把握する方法論的枠組みを示し、これらの方法による分析で静岡

県内における各市町の基盤産業とその依存度を明らかにしてきた。 しかしながら、同時にこれらの分

析を通じて、今後検討されるべき問題点もまた顕在化されたように思われる。以下これらを簡単に述

べ本稿の結びとする。

一つは、22節でも触れたように、産業分類と経済活動分類の対応の問題である。合成指標を作成

するに当たり、就業者 (国勢調査)と 生産額 (国民経済計算・県民経済計算)と いう二つの異なるデ

ータソースを利用したために、両者の分類基準を組み替えぎるを得なかつたが、この組み換えには更

なる精査が必要であろう。

もう一つは、時系列の変化を分析していないという点であろう。基盤産業の時系列分析は重要な問

題であるが、本稿の試みはあくまで静態的な分析に留まっている。しかしながら、例えば「産業の空

洞化」の問題を見ても明らかなように、地域の産業構造は、時間の変化とともに大きく変化してく。

こうした時間の変化に対応 した、動態的な分析の枠組みをどのように構築していくかは、地域経済の

問題としても統計学の問題としても検討する価値が高い。そのためこの点についても引き続き検討し

ていきたい。

追 記

本研究については、静岡県職員による分析結果も含まれているが、これらはあくまで個人的見解を

示したものであり県の見解ではない。

なお本研究は、平成 26年度静岡大学人文学部学部長裁量経費 (代表者 :上藤一郎)に よる援助を受

けて行われた。
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